
＞大規模小売店舗立地法　 　　＞特例区域

※　カッコ内の数字は中活法の条数　　

　　※第１種特例区域のみ

市町村が特例区域案を提出

都道府県等が特例区域案を作成 （ 市町村への協議要（36-4） ）

都道府県等が特例区域を決定

市町村と国の事前協議

２週間

公告・縦覧 （36-7,8）

住民等の意見提出

（公告、縦覧）

８か月

以内

大規模小売店舗立地法特例区域の手続き（概要）

市町村が基本計画を作成

中活法による

基本計画の認定

市町村が国へ基本計画を申請

内閣総理大臣が基本計画を認定

都道府県等による公聴会等の開催

公告 (36-1,2)

特例区域の指定

出店者が大型店の新増設を届出

第一種特例区域内の場合
（特例区域決定の公告日以降）

第二種特例区域内の場合
（特例区域決定の公告日以降）

出店者が説明会開催

２か月

以内

参考 ： 通常の場合

出店者が大型店の新増設を届出

出店者が説明会開催

地元市町村、住民等

の意見提出

都道府県等の意見

出店者による自主的対応策の提示

都道府県等による勧告

地元市町村の意見聴取

大店立地法の手続

（公告、縦覧）

（公告、縦覧）

（公告、縦覧）

（公告）

２か月

以内

(36-9)

(36-5) (36-6)

手続き不要 届出及び説明会の開催のみ

※ 意見なしの場合は、ここで手続終了

(9-1)

(9-6)

(36-3)

(55-2,3)

※ 生活環境保持のため十分な内容

である場合は、ここで手続終了




